
































































施策評価シート（対象：H29年度実施施策）

施策名 適正かつ効率的な行政事務の遂行 総合計画コード 655

部名 市長公室 主管課名 政策企画課 主管課部課コード 010100

関連部課名
市長公室（秘書課、市政情報課）、総務部（人権庶務課、職員課、財産管理課、入札契約課）、市民環境部（総合窓口課、内間木支所、朝霞
台出張所、朝霞駅前出張所）、検査室、出納室、議会事務局（議会総務課）、選挙管理委員会事務局、公平委員会、監査委員事務局

１．施策概要

めざす
目的成果

総合的・計画的な行政運営が行われ、行政情報を市民と共有できる体制が整えられている。

施策概要
各種計画と進行管理を効果的に実施し、併せて施策や事業の効果と効率を見極めながら、柔軟な市政運
営に努める。また、広報紙やホームページ、ＩＣＴの活用により市民が利用しやすい行政サービスの充実に
努める。

H 年度　～ H 年度

H 年度　～ H 年度

H 年度　～ H 年度

２．実施結果

H29年度の
施策の実施内容

市民ニーズに対応した柔軟な市政運営のため、市政モニターへのアンケートやホームページアンケートな
どを活用し、市民ニーズの把握に努めた。また、適正かつ効率的な事務の遂行のため、各課の所管する事
務について効率化を図り、その結果について事務改善の報告を行った。
校正で透明な行政運営を図るため、広報紙やホームページを活用し、適切かつ迅速に情報公開したほ
か、公文書公開請求及び自己情報開示等請求書を受け付けた。
ICTの積極的な活用として、本庁舎や支所・出張所における迅速かつ適正な窓口業務を行った。また、昨
年度に引き続き、住民票等の各証明書が取得できるコンビニ交付を実施している。マイナンバーカードに
ついては、平成29年11月より本稼働を実施し、行政サービスの手続の際に添付書類の一部が省略できる
ようになった。また、マイナポータル用端末を、総合窓口課及び市政情報コーナーに設置した。

安全・安心な
まち

行政活動の透明性の向上と説明責任を果たすため、適切な情報公開に努めた。

子育てが
しやすいまち

子育てワンストップサービスの推進として、子育てについての電子検索を開始した。

つながりのある
元気なまち

適切な情報公開に努め、市政へ参加する様々な機会を設けた。

自然・環境に
恵まれたまち

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた準備及び機運醸成に努めた。

H28年度 H29年度（見込） H30年度 H31年度 H32年度

1,941,853 1,952,767 ― ― ―

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度
前期基本計画目標

H32年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画

実績 実績（見込） 実績 実績 実績

個別計画
関連計画

計画名称 計画期間

H29年度の
基本概念（コンセ
プト）の実施内容

総コスト
（事業費＋人件費）

単位：千円
（決算）

指標名
（説明）

単
位

①

事務改善件数

件

74 80 87 94 100 

（説明）
各年度における全課から提出
された事務改善件数の合計

68 65 ― ― ―

②
（説明）

― ― ―

H30年度評価
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３．施策の分析

　A 目標・計画を大幅に上回る成果があがっている（5点）  D 目標・計画を下回り、十分な成果があがらなかった（2点）

　B 目標・計画を十分に上回る成果があがっている（4点）  E 目標・計画を大幅に下回り、ほぼ成果があがらなかった（1点）

　C 目標・計画どおりに成果があがっている（3点）

　A ニーズ及び解決すべき課題は大きく増加する方向にある　D ニーズ及び解決すべき課題は減少する方向にある

　B ニーズ及び解決すべき課題は増加する方向にある 　E ニーズ及び解決すべき課題は大きく減少する方向にある

　C ニーズ及び解決すべき課題は現状と変わらない

施策を
進める上での
問題点・課題

（説明）
日々の業務を遂行するの中で、適正かつ効率的に業務を改善できるよう、職員ひとりひとりへの意識付けが必
要とされる。
また、本格稼働を開始したマイナンバーの情報連携について、国の動向に注視しながら適切に対応していいく
必要がある。公正な市政の推進のため、より一層文書管理を徹底し、公文書公開請求及び自己情報開示等請
求書を受け付けていく。

４．今後の展開方針〔部としての判断〕

 〔複数選択可〕 重点化 内容の見直し

（説明）
日々の業務を遂行するの中で、適正かつ効率的に業務を改善できるよう、職員ひとりひとりへの意識付けが必
要である。市政への関心が高まり、市民ニーズが増加する傾向に対し、市は市政に関する情報をより積極的に
公表し、情報の共有化を図っていく。マイナンバーを含むICTの効果的な活用について、事務の効率化や市民
の利便性の向上を図るため、より積極的に活用していく。

　Ⅰ 行政の関与（役割）を拡大 　Ⅱ 行政・市民の関与（役割）バランスを維持 　Ⅲ 市民の関与（役割）を拡大

（説明）
透明性の高い市政運営を推進するために、今後も市民と行政の情報の共有化を図っていく。

総コスト（事業費＋人件費）

H28決算 H29決算見込

　

計　（単位：千円） 0 0 ― ― ―

　6事業以上の事務事業の位置付けがあるため、別紙に記載

審議会等の
第三者機関

の評価（意見）

【情報公開・個人情報保護審議会】
情報公開条例、個人情報保護条例改正の際には、広報等でわかりやすく市民に伝えるべき。
【外部評価委員会】
・現在取り組んでいる市政に対して、市民の理解と協力を得るため、多様な手段での情報発信が望まれる。その際、各種ＮＰＯやボランティ
アの活動状況を紹介し、協働の和を拡げていく努力が望まれる。（将来像の基本概念全体に関する検討結果より抜粋）

部長の意見
行政運営の透明性の向上と説明責任を果たすため、各所管において適切な情報公開に努める。
マイナンバー制度に対して各所管においてアンテナを張り、適正な運用と効果的な活用について情報収集す
る必要がある。

達成度

（目標の
達成状況は

どうか）

（説明）
適正かつ効率的に事務を遂行するため、各課から事務改善の実施状況について改善の報告をしてもらった
が、平成29年度の実施件数は目標件数を達成することができなかった。

必要性

（ニーズは
今後どう変化

するか）

（説明）
市民ニーズは、多様化、複雑化しながら増え続けているため、市政への関心は高まっており、必要性は高いと
考えられる。

施策の方向性

行政と市民の
役割分担

事務事業名
有効性
貢献度

優先性
緊急性

H31に向けた
投入資源の方向性

施策を
構成する

事務事業の
次年度の
方向性
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施策評価シート　【別紙】 施策を構成する事務事業の次年度の方向性

施策名 適正かつ効率的な行政事務の遂行 総合計画コード 655

部名 市長公室 主管課名 政策企画課 主管課部課コード 010100

関連部課名
市長公室（秘書課、市政情報課）、総務部（人権庶務課、職員課、財産管理課、入札契約課）、市民環境部（総合窓口課、内間木支所、朝霞
台出張所、朝霞駅前出張所）、検査室、出納室、議会事務局（議会総務課）、選挙管理委員会事務局、公平委員会、監査委員事務局

総コスト（事業費＋人件費）

H28決算 H29決算見込

法制事業 26,197 27,063 4 4 現状のまま

文書の発送・収受及び機器管理事業 58,216 59,881 3 2 現状のまま

一般管理事務事業 8,386 9,635 2 2 現状のまま

秘書事業 46,749 47,163 2 2 現状のまま

職員給与管理事業 536,081 500,199 3 3 現状のまま

職員福利厚生事業 0 0 3 3 現状のまま

職員健康管理事業 12,631 12,966 3 3 現状のまま

職員公務災害補償事業 4,029 3,383 3 3 現状のまま

文書管理事業 18,130 18,481 3 3 拡大

会計管理事業 70,828 72,106 5 5 現状のまま

市制施行50周年記念式典事業 8,999 8,337 ― ― H29で休止・廃止・終了

住民表示維持管理事業 7,689 7,856 3 3 拡大

基地対策事業 ― ― 3 3 現状のまま

オリンピック・パラリンピック事業 ― ― 4 4 拡大

市制施行50周年記念事業 ― ― ― ― H29で休止・廃止・終了

統計調査事務事業 ― ― 3 2 現状のまま

国委託統計調査事業 ― ― 2 2 現状のまま

県委託統計調査事業 ― ― 2 2 現状のまま

総合計画推進事業 ― ― 5 5 現状のまま

議会運営事業 225,983 227,854 2 2 現状のまま

議会事務事業 30,013 29,510 2 2 現状のまま

情報公開及び個人情報保護事業 14,777 14,358 3 3 現状のまま

公平委員会運営事業 2,154 1,794 3 3 現状のまま

工事検査事業 18,253 18,156 3 3 現状のまま

契約管理事業 40,242 34,544 3 3 現状のまま

選挙管理委員会運営事業 6,939 7,639 4 3 現状のまま

選挙啓発事業 3,672 4,647 2 2 現状のまま

衆議院議員選挙執行事業 ― 54,752 3 3 現状のまま

監査委員運営事業 6,424 7,697 4 3 現状のまま

監査事業 7,321 7,201 3 3 現状のまま

電算管理事業 342,068 283,975 3 3 現状のまま

戸籍管理事業 81,970 78,807 3 3 現状のまま

住民基本台帳管理事業 106,046 134,238 4 4 現状のまま

内間木支所窓口事業 17,248 17,591 3 3 現状のまま

朝霞台出張所窓口事業 65,695 66,385 3 3 現状のまま

朝霞駅前出張所窓口事業 111,907 122,851 3 3 現状のまま

政策総務事務事業 14,002 12,111 4 4 現状のまま

職員人事管理事業 33,958 46,002 3 3 現状のまま

職員人材育成事業 15,246 15,585 4 4 拡大

行政改革推進事業 ― ― 3 3 現状のまま

計　（単位：千円） 1,941,853 1,952,767 ― ― ―

事務事業名
有効性
貢献度

優先性
緊急性

H31に向けた
投入資源の方向性

施策を
構成する

事務事業の
次年度の
方向性
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